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令和8年度（2026年度）農福連携技術支援者育成研修
企画・運営業務委託
企画コンペ参加申込書
　　年　　月　　日
　熊本県知事　木村　敬　様　
	住　　所
	
	

	商号又は名称
	
	

	代表者職氏名
	
	

	担当者所属職氏名　名
	
	

	電話番号
	
	TEL:
	FAX:

	電子メールアドレス
	
	


　令和8年度（2026年度）農福連携技術支援者育成研修企画・運営業務委託に係る企画コンペに参加を申し込みます。
　なお、当社は、実施要領に掲載された企画提案の参加資格要件を満たしていること並びにこの申込書及び添付書類については事実と相違ないことを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　会社概要

	商号又は名称
	

	本社所在地
	

	主な営業所等
	

	資本金等
	百万円
	主要株主
	

	事業内容
	

	　年　月現在
従業員数
	企画等関係
	その他関係
	計

	
	人
	人
	人

	組織概要

(組織図)
	

	直近3決算期における決算状況(単位：百万円)

	部門別売上高
	決算期
	期(構成比)
	期(構成比)
	期(構成比)

	
	企画等部門
	(   %)
	(   %)
	(   %)

	
	
	(   %)
	(   %)
	(   %)

	
	その他部門
	(   %)
	(   %)
	(   %)

	
	合計
	(100%)
	(100%)
	(100%)

	損益状況
	営業利益
	
	
	

	
	経常利益
	
	
	

	
	税引後利益
	
	
	

	会社の沿革
	

	その他参考

となる事項
	


（別　紙）
誓　　約　　書

不適正な事務処理に関して

１　県の職員から架空の請求書の作成、納品書と異なる物品の納入など、不適正な事務処理を依頼された場合は断固拒否します。

２　上記のような依頼があった場合には、出納局管理調達課へ通報します。

３　県が不適正な事務処理に係る調査等を実施する際には、県が調達した物品、委託等に係る関係書類、帳簿等を提供するなど、全面的に協力します。

　　　年　　　月　　　日

住所（所在地）

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印

熊本県知事　木村　敬　　様

様式1作成要領

１　必要事項を記載し、代表者印欄に押印した上、事務局へ郵送又は持参して下さい。

２　提出にあたっては、次の書類を添付して下さい。

(1) 会社概要（別紙）

(2) 直近事業年度における財務諸表

(3) 分野及び農業人材育成分野を中心にした直近3決算期における主要業務実績の一覧表
(4) 事業者の取組に関する申出書（別紙2）
※(2)、(3)は既存のものでもかまいませんが、(3)については、「発注者」、「業務の概要」は必ず記載されているものを添付してください。

＜会社概要＞

１　「主な営業所等」には、本社以外の主要な拠点名と所在市町村を記載して下さい。

例：○○支店(××市)、△△研究所（○×市）

２　「従業員数」には、企画・コンサルティング（様式中では「企画等」と表記しています。）関係に直接従事する職員と他部門や総務・経理・営業等に従事する職員（「その他関係」）と分けて記載して下さい。なお、臨時・パート雇用や契約社員については、計上しないで下さい。

３　「組織概要」には、会社の組織図等を貼付して下さい。

４　「部門別売上高」には、調査・研究・コンサルティング部門とその他の部門を分けて計上して下さい。なお、その他部門で特に大きな比重を占める事業部門があれば、空欄に別掲して下さい。

５　この会社概要の電子ファイルについては、提案書提出の際に、提案書と一緒に電子メール等にて事務局（murakami-k@pref.kumamoto.lg.jp）まで送付して下さい。
＜参考＞

令和8年度(2026年度）農福連携技術支援者育成研修企画・運営業務に係る企画提案実施要領（抄）

４　参加資格要件
　次の各号を全て満たしていること。
(1)地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しない者であること。
(2)熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止等の措置要領（平成14年熊本県告示第811号）第2条第1項の規定による指名停止の期間中でないこと。
(3)消費税及び地方消費税並びに都道府県税の未納がない者であること。
(4)会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等に基づく更正又は再生手続を行なっていないこと。また、手形交換所による取引停止処分、主要取引先から取引停止等の事実があり、経営状態が著しく不健全でないこと。
(5)宗教活動又は政治活動を行うことを目的とした団体ではないこと。
(6)自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当しない者であること、及び次のイ及びウに掲げる者が、その経営に実質的に関与していないこと。
ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
ウ　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
エ　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える　目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
オ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的　　又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
カ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
キ　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
地方自治法施行令（抄）

第167条の４　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができない。
代表者印









